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新刊紹介
ゲァハート・ティントナー著
『数理経済学と計量経済学の方法』
Gerhard Tintner. Methodology of Mathematical Economics and 
Econometrics. Chicago : Chicago Unirersity Press, 1968. 
経済学，特に数理経済学と計量経済学はその発展が著るしく，次から次へと新らしいモ
デルが開発され，また現実の経済分析に滴用される現状である。これ等のものを殆んど綱
らし，且つ適当な評価を与える事は恐らく至難の技と言えるであろう。著者の非凡な才能
はその事を充分なし遂げた上，これらの諸モデル間相互の論理的関連を追求して居る。こ
こで論じられるモデルは例え抽象的なものとして提出されたものであっても， 1つ1つ厳
密な計量経済学のふるいに掛けられ，その仮定の妥当性が検証される時，著者が数理経済
学に対して為した大きな貢献と共に虚ろな机上の空論ではなしに，しっかりと現実に根下
ろした経済法則を追求してやまない偉大なる計最経済学者の像を見出すのである。
さて，著者はこの害物を経済学の定義から始めて居て，ロビンス (L.Robbins)やラン
ゲ (0.Lange) の主張に一応の賛意を示めしては居るが，経済学は過去においてはもち
ろんの事，現在猶非常な早さで発展して居る学問である事を指摘し，ただ一辺の定義で狭
い枠の中に閉ぢ込めてしまうことをちゅうちょして居る。
第2章の「数理経済学の方法」では先づ経済学に数学を適用する事の妥当性を検討して
居る。現在では数理経済学が多くの分野に滲透して居るので，この問題に疑問を差しはさ
む人も少ないであろうが，その点著者は甚だ慎重であって， ドイツ歴史学派やアメリカ制
度学派の主張を充分に考慮した上で，].N. ケインズ (J.N. Keynes)が政治経済学その
ものが数理的思考を含んで居るとするのを手がかりとして，数理経済学の有用性を展開す
る。また，経済的数値は全く歴史的な数値であり，普遍妥当性に欠けて居るとするフォン
・ミー ゼス (L.von Mises)の計量経済学に対する批判にはウォルド (HermanWold) 
の1921年ー1939年にわたるデーターを使った計量経済学モデルを示して，それが1950年の
データーと如何によく合致するかを示めす事によって手痛い反撃を試みて居る。数学の経
済学への溝入は計量経済学モデルを作製するのを可能にし，経済理論そのものを検証しう
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る事を指摘した後，労働の供給は実質賃銀に依存しないとする J.M.ケインズ (J.M.
Keynes)の命題が両大戦間のイギリス経済について考える時，全く妥当しない事を証明
して居るのは興味深い事である。また著者がこの事実を一般化して，労働の供給は実質賃
銀の関数であ、るとする事を強く戒めて居る事も注目に値いするであろう。
経済学に数学が導入されて精密化し，それが計量経済学モデルによって具体的に検証さ
れるとなると，そこで使用される経済的数量の測定の問題が生じて来る （第2節）。例え
ば，経済学における最も基本的な数量である効用は必ずしも測定可能な数量ではない。著
者は基数的な効用関数から出発してリヴィールド・プレファレンス理論に至るまで，どの
様に測定の方法が変化したかを論じた後，ワルド (A.Wald)によって提案されたエンゲ
ル曲線にもとづく経験的効用関数を高く評価して居る。そして，フォン・ノイマン (J.
von Neumann)とモーゲンシュテルン (0.Morgenstern)によって展開された確率論
に基礎を置いた効用理論にこの問題の 1つの突破口を見出して居る。そして，この理論が
ギャンプルと危険に対する効用を考慮して居ないとするグラーフ CJ.de V. Graff)やマ
ーシャク (J.Marschak)の批判は認めるとしても決定理論 (decisiontheory)や統計
学のベイズ法に与えた影響を高く見て居る。
この様にして議論はゲームの理論へと展開されるけれども，ゲームの理論を基礎とした
考え方が，可測的効用理論，決定理論，完全競争下における静的一般均衡理論との関連に
おいて非常に重要な意味を持つのはもちろんの事， シューピック (MartinShubik)に
よって展開された結託を中心とした不完全競争の理論への著しい影響を指摘して居る。ー
般均衡理論の特殊なモデルとして投入産出分析をあげ，著者自身のポルトガル経済の分析
を基礎としてその意義を説明するが，資本ストックと貨幣現象を無視して居る大きな短所
も指摘して居る。
この様な著者の議論は当然の事ではあるが非静学的体系 (nonstaticsystem)へと導か
れて行く（第4節）。非静学的状態は次の3つに分類される。即ち， (1) 動学： 1価の予
想値の存在する場合， (2) 危険：予想値の確率分布がただ 1つ存在する場合， (3) 不確実
：予想値に数個の可能な確率分布が存在する場合，の3つがそれである。動学の1例とし
て時の遅れのあるオーストリアの豚肉の供給関数やケインズ学派の消費関数が導入される
けれども，経済発展の理論が1つの典型的な動学として論じられ，議論はフォン・ノイマ
ンの成長モデルを中心に展開して行く。このモデルではノイマン・レイ（クーンパイク）
と呼ばれる均衡成長径路に沿って経済が成長して行き，成長率と利子率とが等しくなると
言う輝かしい結果で結んで居る。さらに消費のクーンパイク定理とも言うべきラムゼイ
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(F. P. Ramsey)モデルを論じ， あらゆる時を通じて労働の限界生産力は消費の限界効
用に対する労働の限界不効用の割合に等しくなければならないとして居る。これ等の純理
論的モデルは，例えば消費と投資との間の最配分と言った後進国経済の発展の問題に多く
の示唆を投げかけるであろう。
危険を含む問題としてはストカスティク・プログラミング (stochasticprogramming) 
が論じられて居る。ここで著者は自からが開発した PassiveApproachとActiveAp-
proachとをアメリカのアイオワ州の農場を例に取った計量経済学モデルを用いてその解
法を説明して居る。
一方，不確実性を含んだ非静学の場合の例として，自然に対するゲームとも言うぺき決
定理論をワルドのミニマックス規準を中心として展開し，サヴァジ (L.J. Savage)のリ
グレット行列による解法， フルウイツ (T.W. Hurwicz)による判定規準，ラプラス
(Laplace)による判定規準に至って居る。著者はその 1つ1つに数値列を附して，これ
等の理論がただ単なる抽象的な理論ではなく，現実の分析に如何に有用であるかを示めし
て居る点に注目すれば，著者の計載経済学に対する限りない貢献に思い到るのである。
この事は第3章の計量経済学の方法ではさらに顕著である。ここでは確率過程の理論
(the theory of stochastic process)を中心とした確率論を展開し，第2節では決定理
論および統計学と計量経済学との関係を論じ， その中で抽出法やフィッシャー (R.A. 
Fisher)の最大公算法について述べて居る。そして第3節・計批経済学の方法に至って著
者の本領は十二分に発揮されて居る。計量経済学は経済学の特別の方法であり，数理経済
学によって構成されたモデルを経済的データーによって検証し，数量的な結果を得る事を
目的として居る。ここで議論は先づ集計問題から始まり，プライス (S.T.Prais)やホウ
タッカー (H.S. Houttakker) によって示めさた変数が対数正規分布 (lognormaldis-
tribution)する場合の集計されたケインズ的消費関数について厳論が進められる。 さら
に確率変数の溝入されたモデルに関しては1919年から1941年の合衆国の牛肉の需給関数を
基にしたティントナー・モデルを中心として進められて居る。完全最大公算法 (full
maxmum likelihood method)が非常に複雑な関係にある数値を処理するのに有効な方
法であるとして提唱され，アンダーソン (T.W.Anderson)やルビン (H.Rubin)の制
限情報法 (thelimited information method)やバスマン (R.L. Basmann)の2段最
小自乗法 (thetwo stage least squares method)がそれと代替可能なものとして提出
されて居る。
この様な方法が著者ばよって開発されたモデルにどの様に適用されて居るかを示めしな
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がら議論が進められて行く。例えば，第3の方法で1919年ー1941年の合衆国農業統計を使
いながら算出された農産物の需給方程式などがそれである。また，同一時点における内生
変数の行列が三角行列になる場合に適用しうる A.ワルドの recursivesystemsを非常
に便利な分析の方法であるとし，この方法にもとづいて1948年ー1955年のオーストリアの
ぶどうの動学的需給方程式を分析して居ろ。
この様な分析は当然の事，予測の問題へと導びくのである。著者は経済学では予測が非
常に困難であるとし，偉大な経済学者の中で誤った予測をなしたものとして，アダム・ス
ミス，マルサス，シーニア，セイ， リカード，シスモンディ， J.S.ミル，マルクス等をあ
げて居る。この様に予測を困難ならしめる事の1つの原因として，予測の結果そのものが
．経済主体の行動に影響を与え，経済変動の径路を変更せしめるからである。それにもかか
わらず，例えば経済発展の予測は計量経済学の最も重要な目的の1つであり，経済モデル
や理論を検証する上から言っても大いに科学的な興味をそそる問題である。経済学者の予
測は条件付のものであり，現実の全ての条件を含むものではないから，予測の確率は100%
以下のものとなるのも致し方の無い事であろう。著者はこの様なものの1例として，クラ
イン (L.R. Klein), ボール (A.Ball), ヘイズルウッド (A.Hazelwood), ヴァンドム
(P. Vandome)によって為された連合王国経済の動学モデルをあげ，その予測値と現実
値とを比較し，こう言った努力が必ずしも無駄ではなく，充分に意義のある事であるのを
示めそうとして居る。
第4章は厚生経済学と経済政策の議論に当てられて居る。純粋経済学は学問そのものの
為に研究されて来たけれども，自然科学の中のあるものとは異なって，多くの偉大な経済
学者は常に自己の理論を政策の為に如何に利用するかを考えて来たのであって，学問その
ものは現実の経済への適用と言う問題に常に密接に関連して来た。そして経済厚生の問題
はこの様な理論と政策との橋渡しとして，古典派経済学の中で常に重要な地位を占めて来
た。これはイギリス古典派経済学者達が功利主義哲学の強い影響のもとにあったからであ
り，パレートやその後継者達および決定理論の研究者達は経済学を功利主義の倫理から解
放したとは言うものの，その影響は末だ強く残って居る。著者は従来の社会厚生の理論は
孤立した個人の満足を最大にする事にあった点を指摘し，アリストテレスの言を待つまで
も無く人間は何よりも政治的生物であって，孤立した個人など現実には存在し得ないと主
張する。著者は1926年ー1945年のデーターにもとづいて需要の弾力性とタバコの実質広告
費の関係の研究から，消費者は必ずしも孤立した王様でない事を示めした。即ち経済政策
に対して経済厚生の最大のみを考える事は経済政策に対する部分解答にしかならず，経済
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学でカバーし得ない分野（例えば人類学や社会学の対象となるような分野）からの反作用
も考慮しなければならない。
J. s. ミルの時代よりも経済学が特殊化した現在にあってはこの事は一層重要である事
を著者は指摘し，その例としてインドでの農業の近代化がそのカスト社会を破壊し，かえ
って都市における失業者を増加せしめた事をあげて居る。この様な欠点をカバーする為に
著者は動学的集合的欲望を導入した厚生関数を提案する。動学化の為には歴史的要因と確
率的要因とを，また非合理的要因として消費における内部経済と外部経済とを考える。後
者は個人が社会の中にあって孤立した存在ではなく，その選好と嗜好が互いに影響をおよ
ぼし合う事を示めしたものである。著者はこの様な厚生関数で集産主義 (collectivism)
の下で分権化した決定 (decentralizeddecisions)が可能である事を証明して居る。競争
的市場経済で利潤を最大にしようとして居る企業家の動機と，集産的経済で帳薄上の利潤
を最大にしようとして居る経営者の動機とは心理的に異なったものである点を指摘し，そ
の厚生関数への導入を考察して居る。そして著者はタイル (H.Theil)やティンベルヘン
(J. Tinbergen) の使った2次厚生関数 (quadraticwelfare function)に賛意を表し
つつも，これらの理論がフォン・ノイマンやモーゲンシュテルンの効用可測性理論に大き
く依存して居るとする時，数理経済学の方法を論じ，計量経済学の方法を論じた著者の像
を再び見出すのである。そして理論を展開し，現実のデータでそれをチェックして行くと
言ったこの書物の中での方法に，輝かしいウィーン学派の論理実証主義の名残りを見出す
のである。 (1968年3月6日）
—神保一郎ー一
大野盛雄
山名伸作著 『国土と開発』
わが国戦後の国土開発は，昭和25年の国土総合開発法の制定以来，各時期の経済情勢を
反映して次々と新しい政策を重ねてきた。北海道開発法（昭和25年），工業用水法（昭和
31年），工場排水等の規制に関する法律（昭和33年）， 水資源開発促進法（昭和36年），低
開発地域工業開発促進法（昭和36年），ばい煙の排出の規制等に関する法律（昭和37年），
全国総合開発計画（昭和37年），新産業都市建設促進法（昭和37年），工業整備特別地域整
備促進法（昭和39年）などはその一部であるが，これらの一連の諸政策を一見するかぎり
では，政府が国土開発にきわめて意欲的に取組んでいるという印象をわれわれにあたえ
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